
 社長の古宮でございます。本日は決算説明会に先立ち、5月10日に発表した「当社の独立役員
に係る開示資料の訂正」について説明いたします。

 当社は、社外役員の独立性判断基準として、「直前3事業年度において、平均して年間連結売
上高の2％を超える支払を当社から受けている者は当社からの独立性を有しない」旨を定めて
おりますが、当社取締役桑野氏が代表取締役を務めている株式会社玉の湯に対し、当社は
2018年度から2020年度の3事業年度までの間、玉の湯における連結売上高の平均の2.2％に相
当する支払いを行っておりました。

 そのため、株式会社玉の湯の2020年度の決算が確定した2021年4月以降、当社の独立性判断
基準の要件を充足していないにもかかわらず、2021年度有価証券報告書その他の開示資料に
おいて、桑野氏を独立役員として誤って記載していたものです。

 コーポレートガバナンスの重要性が強く認識される中で、当社の株主を含むステークホルダー
の皆様に対する情報開示が誤っていたことをお詫びするとともに、再発防止に努めてまいりま
す。

 それでは、「2022年3月期決算」、「2023年3月期通期予想」及び「今期の重点施策」につい
て説明いたします。

 まず、5月10日に公表した「2022年3月期決算」について説明します。5ページをご覧くださ
い。









 連結決算のハイライトです。営業収益は、新型コロナウイルス感染症による影響が続いたもの
の、各事業における需要の緩やかな回復や私募REITへの物件売却等により、対前年で356億円
増収の3,295億円となりました。

 営業利益は、鉄道事業を中心にコスト削減に努め、対前年で268億円増益の39億円となり、黒
字を確保しました。

 当期純利益は、コロナ関連の助成金受入などによる営業外収益の増加や税効果会計による法人
税等調整額の減により、322億円増益の132億円となりました。

 次のページをご覧ください。



 四半期の業績推移です。第４四半期単独では、新型コロナウイルス感染症の感染再拡大による
鉄道の利用減などがあったものの、駅ビルなど不動産賃貸事業が底堅かったことや私募REITへ
の物件売却等により、連結営業利益は11億円となりました。

 次に、「2023年3月期通期業績予想」について説明します。10ページをご覧ください。









 事業ポートフォリオの強化を目的として、2022年4月1日より、セグメント区分の変更を行い
ました。

 主な変更ポイントは2点です。1点目は、「その他」を「ビジネスサービス」に名称変更し、建
設とともにBtoBビジネス領域と位置付け、事業の自立・成長を促進します。2点目は、不動産
事業と関連の深い事業を「不動産・ホテル」に移行し、セグメント内での連携強化による成長
を促進します。

 2023年3月期の通期予想については、セグメント区分の変更を反映しています。

 次のページをご覧ください。



 通期業績予想策定にあたっての主な事業の収益想定です。

 今期は移動需要と個人消費の緩やかな回復を想定しており、運輸取扱収入とテナント売上高に
ついては、第4四半期には2019年3月期との比較で9割まで緩やかに回復することを見込んでい
ます。

 不動産販売事業においては、引き続き堅調な分譲マンションの販売を見込むとともに、私募
REITへの賃貸マンション等の売却と第三者へのオフィスビルの売却、あわせて170億円程度を
見込んでいます。

 次のページをご覧ください。



 通期予想のハイライトです。営業収益は、先ほどご説明した収益想定などに基づき、対前年
518億円増となる3,814億円を見込んでいます。

 営業利益は、減価償却費の積み上がりや新幹線特例終了に伴う費用増があるものの、営業収益
の増加や鉄道事業における固定費削減140億円の実現などにより増益を見込んでおり、
EBITDAについても、増加を見込んでおります。

 次に、配当予想について説明します。15ページをご覧ください。







 2023年３月期の配当予想は、中期経営計画でお示しした株主還元方針に鑑みて、１株当たり年
間配当金93円とする予定です。

 なお、2022年3月期同様、新型コロナウイルス感染症による今後の業績への影響などを慎重に
見極める必要があるため、2023年３月期は中間配当を行わず、期末配当の年１回とする予定で
す。

 次に、「今期の重点施策」について説明します。21ページをご覧ください。













 先日発表した中期経営計画において、この3年間は、「2030年長期ビジョン」の実現に向けた
「成長軌道への復帰」を果たす期間と位置付けました。

 次のページをご覧ください。



 「成長軌道への復帰」に向けて、3つの重点戦略を推進していきます。

 重点戦略の1点目は、BPRの完遂と深度化といった「事業構造改革の完遂」、 2点目は、西九州
エリアにおける複合的なまちづくりの推進などによる「豊かなまちづくりモデルの創造」、3
点目は、ビジネスサービス、建設等によるBtoB・BtoG事業強化といった「新たな貢献領域で
の事業展開」です。

 まずは、重点戦略の1点目、「事業構造改革の完遂」における今期の実施施策について説明し
ます。次のページをご覧ください。



 新型コロナウイルス感染症の影響を最も大きく受けた鉄道事業におけるコスト削減の取り組み
について説明します。

 前期は、安全を前提とした緊急抑制によるコスト削減と収入連動費用の減に加え、BPRの一部
施策の前倒しにより、210億円のコスト削減を行いました。

 今期は、減価償却費の積み上がりや新幹線特例終了等の費用増がある中、BPRを完遂し、持続
的な140億円の固定費削減を実現する見込みです。また、引き続き緊急抑制を行うことや収入
連動費用の減による40億円のコスト削減により、BPRによる固定費削減とあわせて、180億円
のコスト削減を見込んでいます。

 今後は、DXの推進や技術革新などにより、更なる固定費削減に向けて取り組んでいきます。

 次のページをご覧ください。



 鉄道事業の収益力向上に向けては、コロナ禍以降、速やかに当社で実施可能な各種きっぷの見
直しを実施してきました。これまでに実施した割引きっぷの値上げや廃止、在来線特急料金の
見直しなどにより、コロナ前の収入ベースで20億円程度の増収効果を見込んでおり、今後検証
を行っていきます。

 自社完結割引きっぷについては、新幹線はすべてネット販売に移行し、在来線はネット販売比
率が50%となるなど、ネットシフトが進んでおり、イールドの実績も増加傾向にあります。今
年6月のEX-ICの導入に合わせ、更なるきっぷの見直しを予定しています。

 なお、今年の2月より国交省において運賃・料金制度のあり方について議論が開始されました
が、当社としては運賃・料金の設定において自由度が高まれば、持続的でより良いサービスの
提供に繋がるものと考えております。

 次のページをご覧ください。



 鉄道事業と同様、固定費割合が高く、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けたホテル
事業においても、マルチスキルの推進や委託業務の内製化といった取り組みにより、構造改革
を進めてきました。

 その結果、対コロナ前で人件費25%の削減を行うなど、損益分岐点稼働率の引き下げを実現し
ており、第3四半期単独では収支均衡を達成しました。

 今後は、既存ホテルの競争力強化に向けたブランド再構築やリニューアル、人材育成による運
営力強化などを検討・実施することで、更なる構造改革の深度化と需要回復期の利益拡大を目
指します。

 次のページをご覧ください。



 重点戦略の2点目、「豊かなまちづくりモデルの創造」に向けた取り組みについて説明しま
す。

 西九州エリアにおいては、西九州新幹線開業を起爆剤として、新D&S列車「ふたつ星4047」
の運行、MaaSのエリア拡大によるモビリティサービスの強化に加え、マリオットホテルを含
む長崎駅ビル周辺開発、嬉野旅館開発など複合的なエリア開発を行うことで、定住人口、交流
人口、雇用の拡大を図ります。

 地元自治体を協力しながら、当社グループが強みとするモビリティサービスとエリア開発によ
る一体的なまちづくりを進めることで、西九州新幹線の開業効果の最大化を目指すとともに、
西九州エリアの活性化に取り組みます。

 次のページをご覧ください。



 福岡市は、人口増加数と増加率が全国政令指定都市で最大であり、博多コネクティッドなど行
政による都市機能向上のための規制緩和が進むほか、2023年3月には福岡市地下鉄七隈線の
博多駅までの延伸が予定されており、今後も人口集積が続くことが見込まれます。

 これを当社グループの大きな成長機会と捉え、福岡エリアにおいては、博多駅空中都市プロ
ジェクトをはじめとする開発への資本投下を進めていきます。

 まちづくりに繋がる公募案件の積極的な獲得も進めていく考えであり、複合体験型アウトドア
事業に参画し、九州最大級のキャンプ・グランピングフィールドをつくるなど、沿線外におけ
る面的なまちづくりも推進します。

 次のページをご覧ください。



 持続可能なモビリティサービスを構築するための取り組みとして、MaaSの果たす役割は大き
いと考えております。

 2019年5月に北九州エリアでスタートした当社グループのMaaSの取り組みは、九州各地へと
展開を進めています。今後も更なる取り組みの拡大、深度化を目指して、他の交通事業者や地
域の観光協会、自治体の方々、観光施設等の事業者と連携を強化してまいります。

 次のページをご覧ください。



 2017年7月九州北部豪雨により不通となっていた日田彦山線の添田～夜明間について、2020
年7月、BRTでの復旧が決定しました。

 BRT専用道を整備するほか、一部区間では住民の生活圏に近い一般道にBRTを運行することや
駅以外での乗降が可能となる停留所を増やすことで、利便性の向上を図ります。

 また、カーボンニュートラル実現のため、EVバスの導入を検討しており、2024年3月期中の
開業を目指しています。

 次のページをご覧ください。



 重点戦略の3点目、「新たな貢献領域での事業展開」について説明します。

 これまで、水産加工会社や郊外型焼肉店のM&Aといった事業領域の拡大だけでなく、ドラッグ
ストア事業の株式過半譲渡、リース事業の売却、病院事業の売却などの事業見直し・撤退な
ど、機動的かつ柔軟な事業ポートフォリオの見直しを行ってきました。

 引き続き、事業の継続的なモニタリングを実施するとともに、資本効率を意識しながら、成長
分野への資本投下、必要に応じた事業縮小・撤退等を行っていきます。

 次のページをご覧ください。



 2017年にM&Aを行ったキャタピラー九州は、営業網の拡大や当社グループ等とのクロスセ
ル、当社の強固な財務基盤等のシナジーを背景に順調に利益成長しており、こうしたBtoBに強
みを持つ事業で主に構成される建設・その他セグメントは、コロナ禍でも安定的に利益を確保
してきました。

 将来の人口動態に影響を受けにくいBtoB・BtoG事業については、M&Aの加速、事業エリアの
拡大、業務提携の推進などを通じて、外部売上の拡大を図り、当社グループの柱へ成長を目指
す考えです。

 次のページをご覧ください。



 設備投資計画について説明します。

 今期は、引き続き西九州新幹線に係る車両投資などの維持更新投資を継続するとともに、開発
パイプライン拡大に向けて、新長崎駅ビル開発、鹿児島中央駅西口開発、嬉野旅館開発といっ
た成長投資を行う予定であり、全体で1,167億円の設備投資を計画しています。

 成長投資については、借入余力の活用に加え、私募REITへの物件売却などで得た資金をもとに
実施していく考えです。

 最後に、ESGの取り組みについて説明します。次のページをご覧ください。



 中期経営計画で設定した非財務KPIの達成に向けて、ESGの取り組みを進めています。

 CO2排出量削減に向けた再生エネルギーの活用、環境に関する情報開示に向けたエネルギー使
用量調査開始など、今後も目標達成に向けて取り組みを深度化し、「2030年長期ビジョン」の
実現を目指してまいります。

 以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。


























